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Ⅰ 全体概要 

 １．趣旨 

   「滑川市営住宅条例」及び「滑川市営住宅条例施行規則」、「滑川市特定公共賃貸住宅

条例」及び「滑川市特定公共賃貸住宅条例施行規則」並びに「滑川市定住促進住宅条例」

及び「滑川市定住促進住宅条例施行規則」に定めるもののほか、指定管理者が行う市営

住宅、浜町コミュニティ住宅、特定公共賃貸住宅、定住促進住宅及び共同施設（以下「市

営住宅等」という。）の管理業務の内容及び管理方法等は、募集要項及びこの仕様書に

よる。 

   なお、この仕様書に記載している内容は、最低限の管理運営水準を定めたものであり、

これ以上の提案を妨げるものではない。 

 

 ２．指定管理業務を行う施設 

   指定管理業務を行う施設の所在地及び名称は、資料１「滑川市営住宅等一覧表」のと

おりとする。 

   また、共同施設とは、駐車場、児童遊園、集会所、広場、緑地、通路等の入居者の共

同の福祉のために必要な施設として住宅敷地内の市が管理する一切の施設とする。 

   なお、指定期間内における団地の建替事業及び除却並びに借上公営住宅の新規実施

などにより指定管理の対象となる市営住宅等が増減することがある場合、委託料につ

いてはその都度協議する。 

 

 ３．業務実施体制 

  (1) 業務を遂行するために必要な職員を確保し、業務の処理に適した執行体制を確立

し、組織における指揮命令系統を明確にし、業務の適正を確保するため、処理過程で

のチェックを行うこと。 

  (2) 公営住宅法、住宅地区改良法、地方自治法、滑川市営住宅条例、滑川市特定公共

賃貸住宅条例等の各種関係法令の規定を承知し、適正な管理を行うこと。 

 

 ４．業務時間 

業務時間は８時３０分から１７時１５分までとする。また、土・日曜、休日・祝日及

び１２月２９日から翌年１月３日までは休みとする。 

ただし、災害や漏水等の緊急対応については、２４時間３６５日連絡可能は体制をと

ること。 

 

 ５．緊急時の対応 

  (1) 勤務時間内外を問わず、入居者の生活に重大な影響を及ぼす緊急的な事態に迅速

かつ的確に対応すること。 
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  (2) 発生事象を速やかに探知し、危険等を回避するため、的確な安全対策を行うこと。 

  (3) 発生事象及び実施した対策をすみやかに市へ報告すること。 

  (4) 入居者に対し、緊急時の連絡先を周知すること。 

 

 ６．管理事務所 

入居者及び市民に対する利便性の向上、緊急時のスムーズな対応等の市営住宅等の

管理業務の効率的な運用に向けて、市内に管理事務所を設けること。 

   ただし、管理事務所は、市庁舎内へ設置できない。 

 

 ７．業務の実施にあたっての留意事項 

  (1) 市営住宅等の適正な管理や、入居者等市民に対するサービスの向上に努め、各種

照会や苦情等には、迅速、的確に対応すること。 

  (2) 各種情報機器の活用や職員の効率的な配置等により、管理経費の節減に努めるこ

と。 

  (3) 事業計画書及び収支予算書を念頭に、適正かつ効率的な管理を行うこと。 

  (4) 市営住宅等の管理にあたっては、本仕様書のほか、次に掲げる法令等を遵守する

こと。 

   ① 公営住宅法及び同法施行令、同法施行規則 

   ② 地方自治法及び同法施行令 

   ③ 住宅地区改良法及び同法施行令、同法施行規則 

   ④ 滑川市営住宅条例及び同条例施行規則、滑川市特定公共賃貸住宅条例及び同条例

施行規則、滑川市定住促進住宅条例及び同条例施行規則 

   ⑤ 労働関連法令（労働基準法・労働安全衛生法・職業安定法等） 

   ⑥ 滑川市情報公開条例及び同条例施行規則 

   ⑦ 個人情報の保護に関する法律 

   ⑧ 滑川市個人情報保護条例及び同条例施行規則 

   ⑨ 消防法、水道法、建築基準法その他施設又は設備の維持管理又は保守点検に関す

る法令 

   ⑩ その他市長が指定する要綱、要領、取扱基準等 

  (5) 市及び指定管理者の間で締結する協定を遵守すること。 

  (6) 個人情報の保護に関する法律及び秘密保持に関するすべての法令等に従い、適正

に個人情報を取扱うこと。 

  (7) 指定管理者は、市営住宅等の管理業務上知り得た情報を指定管理期間終了後も、

第三者への漏洩及び自己の利益のために使用しないこと。 

  (8) 市営住宅等の管理業務に係る情報の公開については、滑川市情報公開条例に準じ

た規程を整備し、適正に実施すること。 
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  (9) 入居者の届出書、入居者台帳等その他の個人情報に関する書類は適切に管理する

こと。 

  (10) 指定管理者は、市が使用している「公営住宅管理システム」で管理しているデー

タ等で必要な箇所の移植を行い、市の規則等に適用した新しい「住宅管理システム」

を構築し、業務を実施すること。 

    なお、「住宅管理システム」を構築する費用、維持に係る費用及び法改正等により

システムが変更となる場合等に関する費用は、指定管理料に含まれる。 

    また、入居者データ等については、契約期間中に変更されたものも含め、市に帰属

しているものとする。 

    契約終了時に、契約を更新しない場合は、指定管理者が構築した「住宅管理システ

ム」に保有するデータを新たに契約する指定管理者が整備する「住宅管理システム」

に取り込めるようデータ抽出すること。 

  (11) 指定管理者は、指定期間が満了するとき（継続して指定管理者に指定されたとき

を除く。）または指定が取り消されたときは、管理に必要なデータ等を市に引き渡す

とともに、市または新たな指定管理者と十分な業務の引継を行うこと。 

  (12) 本仕様書に定める事項の解釈について疑義を生じたとき、または基本協定に定め

のない事項については、市及び指定管理者が協議のうえ、定めることとする。 
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Ⅱ 入居者に係る業務 

 １．入居者募集業務 

  (1) 入居者募集は、市と協議のうえ実施し、次の業務を行うこと。 

   ① 募集計画策定用資料の作成 

   ② 募集案内書等の作成及び広報資料、ホームページ資料の作成 

   ③ 入居申込案内等の配布 

   ④ 入居相談への対応、申込書の受付 

   ⑤ 申込書の予備審査 

   ⑥ 申込者名簿の作成 

   ⑦ 公募の実施及び結果の報告 

   ⑧ 入居の優先順位の通知 

 

 ２．入居手続き業務 

  (1) 入居説明等の実施 

   ① 入居決定者に対し、入居手続関係書類を送付し、入居説明を実施すること（書面

による説明。必要書類の審査。敷金納入確認、鍵の受け渡しなど。）。 

   ② 特定入居者に対し、入居手続関係書類を送付し、入居説明を実施すること（書面

による説明。必要書類の審査。敷金納入確認、鍵の受け渡しなど。）。 

  (2) 入居資格審査 

   ① 入居予定者名簿を作成し、適切に応募住宅への斡旋を行うこと。 

   ② 入居資格審査を実施し、その結果を市に報告すること（入居手続関係書類の審査、

受理）。 

   ③ 資格審査の結果、入居予定者が入居条件を満たしていないことが判明した場合は、

市の指示にしたがって当該入居者に通知書を送付すること。 

   ④ 入居決定者が辞退する場合は、辞退届を受理すること。 

   ⑤ システムに必要な情報を入力し、適切に運用すること。 

  (3) 公募以外の入居等 

   ① 災害等に伴う一時避難 

災害等による市営住宅への一時避難手続関係書類の受理、審査を市が行うので、

市から許可を受けた者に鍵を手渡すこと。 

     期間は最長１年なので、このことを希望者に説明すること。期間が過ぎた場合は、

当該住宅を明け渡すよう指導する。 

   ② 住替え 

     住替えを希望する入居者の市営住宅等住替申請書及び関係書類の審査、受理を

すること。 

   ③ 空室 
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     公募による入居者が入居した後にも空室がある場合、随時、入居受付を行い、利

用の促進を図ること。 

 

 ３．入居者等の退去業務 

市営住宅の退去相談があった場合は、法令、条例及び規則にしたがって必要な指導を

行うこと。 

  (1) 市営住宅等明渡し届の受付、審査 

     入居者又は入居者死亡により遺族又は保証人から住宅等明渡し届の提出があっ

た場合、明渡し届及び添付書類の確認・審査を行い、その内容を市へ報告すること。 

  (2) 滞納家賃、滞納駐車場使用料及び滞納共益費（以下「滞納家賃等」という。）の確

認及び支払指導、連絡先の確認 

   ① 退去予定者の滞納家賃等を確認し、滞納があれば納付するよう指導すること。 

   ② 入居者が死亡している場合は、遺族又は保証人に滞納家賃等を納付するよう指導

すること。 

   ③ 退去者、遺族又は保証人（以下「退去者等」という。）の住所及び連絡先を確認す

ること。 

  (3) 退去時検査及び鍵の取扱い 

   ① 退去者等立会いのうえ、退去時の部屋の状態を検査し、修繕等負担区分により原

状回復を指導すること。 

    ＜修繕等負担区分＞ 

     ・入居者の負担→襖及び障子の取替、畳の取替・表替、壁クロスの張替えなど 

     ・市の負担→上記以外の費用 

      （市の負担となっている部分であっても、善管注意義務違反による通常使用を

超えるような使用による毀損、損耗が認められる場合は、入居者の負担とな

る。） 

   ② 退去者等が原状回復、修繕等の措置を行った場合、再度検査を行うこと。 

   ③ 検査後、退去者等から鍵を受領して、補修完了後、速やかに新鍵への取替えをし、

旧鍵を処分すること。 

 

 ４．収納業務 

  (1) 家賃収納業務等 

   ① 口座振替 

    ア 入居者や金融機関からの口座振替の問い合わせに関すること。 

    イ 毎月、市から提出される口座振替不能者リストの点検を行うこと。 

    ウ 口座振替不能が続く入居者に対して、預金口座の適正管理について指導する

こと。 
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    エ 口座振替関係書類を適正に保管すること。 

   ② 現金による収納 

    ア 訪問又は窓口で家賃等を現金受領したときは、領収書を交付し、市へ報告する

こと。 

    イ 現金を受領した場合は、可能な限り当日中に市の指定する金融機関に納入通

知書により納付する。当日中に納付できないものは金融機関の翌営業日に必ず

納付する。納付後は速やかに領収書を納付者に交付する。この場合において、当

該現金を適正に管理すること。 

   ③ 過誤納への対応 

    ア 週に１度、システムにより、過誤納の有無を調べること。 

    イ 過誤納が判明したときは、必要に応じて市及び入居者に連絡し、対処方法を決

めること。 

    ウ 還付が必要な場合は、必要な資料を作成し、市に提出すること。 

   ④ その他 

     退去時に入居者から預かった退去修繕料の収支については、月次報告書におい

て市へ報告すること。 

 

 ５．滞納整理業務 

  (1) 家賃等滞納整理 

   ① 令和６年４月分以降の滞納分を対象として、滞納整理の補助を行うこと。 

   ② 滞納家賃等の支払いに関して、入居者の相談を受けること。 

   ③ 市が指示する者を除き、家賃等滞納者に対し、電話、訪問等により納付指導を行

うこと。 

   ④市の指示により、滞納者に関する資料を作成し、提出すること。 

  (2) 法的措置（明渡訴訟）に関する補助業務 

     明渡し訴訟及び強制執行対象者から、滞納家賃等の支払いに関して相談があっ

た場合には、市に案内すること。また、滞納家賃等の持参・送金や、住宅明渡届の

提出があった場合には、直ちに市に報告し、市の指示に従うこと。なお、明渡しの

強制執行に際しては、市に協力すること。 

 

 ６．収入超過者及び高額所得者の対応業務（市営住宅に限る。） 

  (1) 収入超過者 

     市営住宅に引き続き３年以上入居し、条例で定める収入基準を超える収入超過

者には、住宅の明渡し努力義務があることを指導すること。 

  (2) 高額所得者 

     市営住宅に引き続き５年以上入居し、最近２年間引き続き条例で定める収入基



7 

 

準を超える高額所得者には、住宅の明渡し指導（面談等）と同時に、特定公共賃貸

住宅等の斡旋（情報提供）を行い、市に報告すること。 

 

 ７．入居者からの各種申込み・届出に関する業務 

   法令、条例、規則、要綱、取扱基準等に従って行い、必要な指導を行うこと。また、

申込みに応じてシステム入力、台帳整理を行うこと。 

  (1) 申込みの受付及び通知書等の送付 

     次の申込書等の受付、審査を行い、市に報告すること。また、各種通知書等を送

付すること。 

   ① 同居承認申請書 

   ② 入居承継申請書 

   ③ 模様替え・増築承認申請書 

   ④ 自動車保管場所使用承諾証明書 

   ⑤ 連帯保証人変更申請書 

   ⑥ 入居手続延期申請書 

   ⑦ 家賃更正申請書 

  (2) 届出の受付 

     次の届出書等の受付、審査を行い、市に報告すること。 

   ① 同居親族異動届 

   ② 入居者氏名変更届 

   ③ 入居者届出事項変更届 

   ④ 使用届 

   ⑤ 連帯保証人住所等変更届 

   ⑥ 不在届 

   ⑦ 明渡届 

   ⑧ 明渡期限延長申出書 

 

 ８．入居者の維持保管義務違反に関する業務 

   次の維持保管義務違反行為について入居者への事情聴取又は現地調査等により実態

を把握し、適切に是正指導を行い市に報告すること。 

  (1) 故意に市営住宅等を毀損させること。 

  (2) 市営住宅等の賃借権の譲渡又は転貸を行うこと。 

  (3) 市の承認がある者以外を同居させること。 

  (4) 市営住宅等を不法占有（名義人の死亡等の後に地位承継できない同居者が居住し

続ける場合等）すること。 

  (5) 市営住宅等を市の承認を得ず、模様替又は増改築をすること。 
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  (6) ペットを飼う等の周辺環境を害し、他者に迷惑をかける行為をすること。 

  (7) 正当な理由がなく、１５日以上市営住宅等を不在にすること。 

  (8) 市営住宅等を市の承認を得ず、住宅以外の用途に変更すること。 

 

 ９．家賃関係業務 

  (1) 収入認定 

   ① 次年度の家賃決定のため、収入申告書及び説明資料等を作成し、案内を入居者に

送付すること。 

   ② 収入申告書を提出しない入居者に対し提出を促し、７月末までにすべて回収する

こと。 

   ③ 収入申告書の受付及び審査を行うこと。 

   ④ 収入申告書の記載内容を確認すること。 

  (2) 家賃決定補助業務 

   ① 収入認定及びこれに基づく家賃決定通知書を３月初旬までに入居者に送付する

こと。 

   ② 収入超過者認定及びこれに基づく家賃決定通知書を３月初旬までに対象者に送

付すること。 

   ③ 高額所得者及びこれに基づく家賃決定通知書を３月初旬までに対象者に送付す

ること。 

   ④ 収入再認定及びこれに基づく家賃決定通知書をすみやかに対象者に送付するこ

と。 

 

 10．駐車場管理業務 

  (1) 駐車場申込書等関係業務 

     法令、条例、規則、要綱、取扱基準等に従って行い、必要な指導を行うこと。ま

た、申込みに応じて台帳整理を行うこと。 

   ① 自動車保管場所使用承諾証明書の受付及び通知書等の送付 

     申込書等の受付、審査を行い、市に報告し、各種通知書等を入居者に送付するこ

と。 

  (2) 駐車場点検等業務 

   ① 駐車場の現地確認及び点検を行うこと。 

   ② 不正駐車及び放置車両等を確認した場合、所有者へ注意、指導すること。 

   ③ 修繕箇所がある場合は市に報告し、市の指示により修繕を行うこと。 
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 11．その他の管理業務 

  (1) 要望・苦情・相談の処理 

   ① 町内会、入居者等から市営住宅に関する苦情、要望等があった場合は、事実把握

に努め、対象者への指導、関係機関との連携・調整を行い、誠実に対応すること。

また、その処理状況について市へ報告すること。 

  (2) 火災及び天災等の対応 

   ① 火災、事故等に対しては、現地調査を行い、警察署及び消防署へ連絡する等、適

切な対応を行うこと。 

   ② 入居者が死亡していた場合は、警察等へ連絡したうえで遺族又は保証人に連絡を

とること。 

   ③ 市営住宅等に台風、地震その他自然災害及び火災により被害があったときは、被

害状況を確認し、その状況を市に報告すること。 

   ④ 指定管理者として管理・運営する施設を利用して実施する災害対応その他必要な

措置について、市から協力の要請があった場合には可能な限り協力すること。 

また、市の要請がない場合においても、災害時等の状況に応じて、緊急の必要が

あると認める場合には、市民等の安全確保のため自らの判断により、適切な災害対

応その他必要な措置に努めること。 

  (3) 市営住宅等の防火管理 

   ① 防火管理者を選任し、消防署への届出を行うこと。 

   ② 消防法に基づく防火対象物定期点検報告等の業務を行うこと。 

   ③ その他消防法に規定される業務を行うこと。 

  (4) 行政財産使用許可等 

     電柱、支線やインターネット利用のための光ケーブル導入など、入居者以外の者

から住宅等の使用についての相談、申請があった場合、現場確認したうえで市に報

告すること。また、市に対して行政財産使用許可申請等を行わせること。 

  (5) 施設賠償責任保険への加入について 

     指定管理期間を対象として、次のとおりの補償項目及び金額以上の補償料の支

払いがある保険に加入しなければならない。 

   敷地・建物・駐車場 

     ・身体賠償 １名につき１億円、１事故につき１０億円 

     ・財物賠償 １事故につき２，０００万円 

  (6) 募集時の応募傾向、予算・決算時の資料等、市営住宅政策に必要なデータの分析

及びその統計資料等を作成し、市に提供すること。 

  (7) 入居中の部屋の鍵及び機械室や屋上への出入口の鍵について、管理すること。 
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Ⅲ 施設管理に関する業務 

 １．施設の適正な維持管理業務 

  (1) 施設内を月１回以上巡回し、次の項目について調査すること。 

   ① 市営住宅等の建物及び付属工作物等の異常 

   ② 敷地環境衛生状況の点検 

   ③ その他市営住宅等使用に関する点検 

(2) (1)の調査により、異常等を発見した場合は、市に報告したうえで、原因者に対し

て是正するように指導すること。 

 

 ２．施設の維持修繕に関する業務 

市営住宅等の敷地内に在する施設を次により管理上必要な維持修繕を適正に実施す

ること。維持修繕に関する費用は、指定管理料で賄うこと。 

  (1) 施設の瑕疵が判明したとき及び入居者等から修繕依頼があったときは、市が負担

すべき部分の修繕を行うこと。入居者等が負担すべき部分は、入居者等の負担で修

繕するように指導すること。 

  (2) 空室の修繕については、指定管理開始時点のものも含めて実施すること。 

  (3) 自転車置場及び集会所等の保全管理について指導・助言をし、安全性が確保でき

るよう修繕等を行うこと。 

  (4) 市営住宅等が毀損等により危険な状態にあるときは、速やかに応急措置を行うこ

と。 

  (5) 前入居者の残置物は、改修の際に処分し、その費用を指定管理料から支出するこ

と。 

  (6) 住宅建設時に各階の墨出しのために設置した仮設の床開口部が判明した場合は、

修繕を行うこと。 

  (7) 害虫や鳥害等が発生した場合については、速やかに予防及び駆除すること。 

 

 ３．保全台帳の整備に関する業務 

  (1) 保全管理するうえで、最低限次の図面（ＣＡＤ）を整備すること。 

   ① 配置図 

   ② 各階平面図 

   ③ 立面図 

   ④ 住戸平面詳細図 

  (2) 修繕履歴を台帳として整備すること。 

  (3) 保守点検の台帳を整備し、市に提出すること。 
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 ４．設備の保守及び点検等維持管理業務 

  別紙に記載の次の項目について保守点検等を実施すること。 

   ① 除草業務 

   ② 給水施設保守点検業務 

   ③ 消防用設備点検業務 

   ④ 雑排水管清掃業務 

   ⑤ その他付帯施設に関する業務 

   ⑥ その他の共同施設に関する業務 
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Ⅳ 市営住宅管理業務フローチャート 

１入居業務フローチャート 

 入居者 指定管理者 滑川市 

（システム処理） （管理担当） 

相
談 

・入居問合せ ・相談、案内（窓口、電話対応）  ・照会、回答、協議 

公
募
（
毎
月
） 

 

 

 

 

・入居申込み 

 

 

 

・抽選（当選） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・敷金納付 

・請書（契約書）提出 

・口座振替依頼書 

・住宅使用届 

 

 

 

 

 

 

 

・入居 

 

 

・入居申込案内の配布 

・HPでの広報 

 

・申込の受付・審査 

（添付書類確認、収入計算等） 

 

 

・抽選会の開催 

（募集戸数＜応募数の場合） 

 

 

 

・入居予定者リストの作成 

 

 

 

・入居者データの作成 

 

 

 

 

・入居決定通知書 

・請書（契約書） 

・敷金納付通知書 

・住宅使用届 

・駐車場使用申込書（定住） 

・駐車場使用請書（定住） 

・入居に際して等 発送 

 

 

 

・敷金等納入確認  ・連保データ 

・鍵の引渡し     の作成 

・請書等の受領   ・口振データ 

           の作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・入居者登録入力 

 

 

・敷金納付通知書出力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・連帯保証人の登録入力 

・口振情報の登録入力 

 

・申込案内の作成 

・広報・案内等の依頼 

 

・照会、回答、協議 

 

 

 

・抽選会立会い 

 

 

 

 

・暴力団該当確認の調査 

（滑川警察署へ照会） 

 

 

・入居許可（非該当者） 

・入居決定通知書発行 
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２ 退去業務フローチャート 

 退去者 修繕業者 指定管理者 滑川市 

（システム処理） （管理担当） 

相
談 

 

・退去問合せ 

  

・退去の説明（窓口、電話対応） 

  

・照会、回答、協

議 

退
去
検
査
・
退
去
修
繕 

※フロー図中 ①②は以下のとおり 

  ①退去修繕を退去者の手配により行う場合 

  ②退去修繕を退去者の手配によらず行う場合 

 

①②退去の連絡 

 

 

①（退去者手配による） 

退去修繕実施 

 

 

 

 

 

 

②退去者負担額の支払 

鍵の返還 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

修繕工事受注・ 

実施 

（①市負担分） 

Or（②市及び 

退去者負担分） 

 

 

①②再修繕 

 

 

 

 

 

①②事業完了届 

 

①②退去検査日の協議・決定 

 

 

①（退去者手配による退去修繕の） 

退去検査実施・鍵の返還 

 

 

 

       ①②データ作成 

 

 

②修繕工事の  ①修繕工事の 

発注（市及び  発注（市負担 

退去者負担分） 分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①②（修繕未了） 

 

 

①②（再検査） 

 

 

①②完了検査 

 

 

①②募集住戸として準備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①②退去登録入力 

 

敷
金
精
算
処
理 

 

・敷金還付請求書 

の提出 

 

 

・入金確認 

  

・必要事項を記入し、市へ送付 

 

・未納家賃の確認 

・敷金の精算入力 

（財務会計） 

 

・敷金還付依頼

（会計課へ） 

 

 

【会計課】 

・敷金還付処理 

②退去検査実施 

修繕費の負担割合、退去者負担額を決定 

合格 

不合格 

合格 

不合格 
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３ 各種申請書等処理業務フローチャート 

 入居者 指定管理者 滑川市 

（システム処理） （管理担当） 

相
談 

 

・各種届出 

 

・案内、助言等 

  

・照会、回答、協議 

各
種
届
出
書
、
申
請
書
受
付 

 

・入居承継 

承認申請 

・使用名義人 

 改姓等届 

・同居承認申 

請 など 

 

 

 

・通知確認 

 

・一般修繕 

 

 

・各種届出、申請書の受付、審査 

 

・入居予定者リストの作成 

 

 

・届出、申請書等の送付 

・入力用データ作成 

 

・各種通知書 

 

・電話等受付、現地状況確認、 

発注、完了、支払 

 

 

 

 

 

 

 

 

・届出、申請等の 

内容の入力 

 

 

・照会、回答、協議 

 

・暴力団該当確認の調査 

（滑川警察署へ照会） 

 

・届出の確認 

・申請の承認または不承認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相談 

提出 

依頼 
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４ 家賃収納業務フローチャート 

 入居者 指定管理者 滑川市 

（システム処理） （管理担当） 

当
月
家
賃
の
処
理 

 

・既入居者家賃の更正申請 

 

 

・新規入居申込 

 

 

 

 

・口座から引落 

 

 

   ・銀行窓口で納付 

 

・家賃更正申請書の受付、審査 

 

 

・入居申込書等の受付、審査 

・口座振替書（データ作成） 

 

 

 

 

・新規入居者登録 

 

 

 

 

・口座振替データを 

 金融機関へ提出 

 

・納入通知書出力 

 

・収納データ更新 

・納入確認 

 

 

・既入居者家賃更正 

 

 

 

 

 

口座振替  それ以外 

対象者   の者 

 

 

未
納
家
賃
の
処
理 

 

 

 

 

 

滞納者 

連帯保証人等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・納入通知書で納付 

（金融機関窓口） 

 

・納入通知書・督促 

状発送 

・催告書等発送 

 

 

 

・滞納者への電話、臨戸訪問 

・連帯保証人への電話、 

臨戸訪問 

・長期滞納者の整理票作成 

 

 

・滞納者リストの消込 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・納入通知書出力 

・督促状出力 

 

 

 

・滞納リスト出力 

（市・管理者で保管） 

 

 

 

 

 

・収納済一覧表出力 

 

 

・収納データ更新 

・収納済一覧表出力 

 

 

 

 

 

・法的措置対象者への 

 納付指導 

・滞納者への催告書等の送付 

・連帯保証人への請求等の送付 

 

 

 

 

 

・滞納者リストの消込 
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